
７節 予算 ２章 IAEA 

2.7 予算 [ 33, 34] 
・会計年度は、1 月 1 日～12 月 31 日

・通常予算、技術協力基金、及び特別拠出金によるものに大別

・毎年、IAEA 総会によって承認

通常予算（Regular Budget） 
- IAEA の 6 つの主要業務（原子力発電と原子力科学、開発と環境保護の原子力技術、
原子力安全と核セキュリティ、核検認、政策と運営・管理、技術協力の管理）に使用

-年間およそ 3.9 億ユーロを計上

-主な財源は加盟国の義務的経費である分担金。国連の通常予算に対する加盟国の分
担率に準じて策定される基本分担率に基づき、保障措置予算に対する負担額の調整を
行い決定

技術協力基金（Technical Co-operation funding） 
-IAEA の技術協力活動に用いられる経費で、技術協力基金と予算外の拠出金から資金
提供

-年間およそ 1.2 億ユーロを計上

-自発的な寄付で構成されており、理事会が毎年目標を推奨

特別拠出金（Extrabudgetary regular programme fund） 
-6 つの主要業務の活動の一部を実行するための自発的な貢献で、平和利用イニシアチ
ブ（PUI）も、原子力技術の平和利用における IAEA の活動に対する予算外の貢献とし
て重要な手段

-年間およそ 1.2 億ユーロを計上
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